
近畿地方整備局 概要
所掌事務

近畿地方整備局の組織体制

総務部

6課

企画部

6課

建政部

6課

河川部

6課 1センター

道路部

8課

営繕部

4課 1室

用地部

3課

出 張所 事務所の出先機関

■職員の人事及び福利厚生、公文書類の接受、発送及び審査、情報公開、個人情報の保護、予算、決算及び会計、入

札及び契約、国有財産管理

■国土計画、地方計画、各公共事業間の調整、広域にわたる河川計画、幹線道路網計画の調査、直轄事業の技術及

び管理の改善、積算基準、土木工事検査、土木技術の向上、公共工事の品質確保、公共工事の費用の縮減、土木工

事の統計及び報告、直轄建設工事の労働力及び資材の需給動向調査、土木技術者の養成、土木工事用材料

試験、施工の方法、建設機械の整備及び運用、電気通信施設の整備計画、施工、監督及び検査、情報システム整

備及び管理

■国土計画・地方計画・都市計画、宅地造成等規制、土地収用、建設業等の許可、指導及び監督、宅地建物取引業の免許、

指導及び監督、マンション管理業、住宅宿泊管理業、賃貸住宅管理業及び不動産鑑定業の登録、指導及び監督、地

価の公示等、宅地開発事業の指導及び監督、土地区画整理事業の施行、指導、監督及び助成、まちづくり事業、街

路事業、盛土緊急対策事業、古都保存に関する計画・調査・調整及び事業の助成、都市公園事業の指導、監督及び助成

、国営公園の整備及び管理、住宅整備事業の指導、監督及び助成、一級建築士の懲戒手続き、指定確認検査機関

の指定等

■河川等の行政監督、直轄河川の管理、河川における砂利採取業者の監督、河川等、水資源の開発又は利用の

ための施設、砂防設備、地すべり防止施設、海岸に関する直轄事業の計画、設計、施工及び検査、河川整備計画、洪水

予報、水防警報

■公有水面の埋立て及び干拓の免許の許認可、地方公共団体等が行う治水事業・上下水事業等の指導、監督

及び助成

■道路の行政監督、直轄国道の管理、道路整備保全計画、共同溝の整備、道路整備等長期計画、直轄国道工事の施

工、直轄国道の環境対策及び交通安全対策

■地域道路の整備及び保全の調整、指導及び監督、指定区間外の一般国道、府県道及び市町村道の整備及

び保全の助成、地方道路公社の設立許可、立入検査

■港湾の整備、航路の整備及び管理、海洋汚染の防除、港湾内の海岸の整備及び管理、空港の土木施設の整

備及び災害復旧

■港湾の利用、保全及び管理、港湾内の公有水面埋立及び干拓の認可

■港湾関係補助事業の指導、監督及び助成

■営繕工事の企画及び立案、営繕工事の設計、積算、設計基準の設定、施工の促進、指導、監督及び検査

■官庁施設に関する実態調査及び保全の実地指導

■ 直轄事業に係る土地等の買収、直轄事業の起業者又は施行者として行う土地等の収用又は使用、土地

等の評価基準及び損失補償額の算定基準に関すること、補償コンサルタント登録、地籍整備に関するこ

と、所有者不明土地に関する地方公共団体支援等

■ 自然災害等による公共土木施設の応急復旧等、防災業務計画の策定等、緊急災害対策派遣隊に関す

る事務等

■ 大阪府9カ所・兵庫県7カ所・京都府4カ所・奈良県4カ所・滋賀県3カ所・和歌山県 3 カ所・福井県3カ所・三重県1カ

所の合計34カ所に配置

64出 張 所

● 人 事 課
● 総 務 課
● 会 計 課
● 契 約 課
● 経 理 調 達 課
● 厚 生 課

● 企 画 課
● 広 域 計 画 課
● 技 術 管 理 課
● 技 術 調 査 課
● 施 工 企 画 課
●情報通信技術課

● 計 画 管 理 課
●建設産業第一課
●建設産業第二課
● 都 市 整 備 課
● 住 宅 整 備 課
●建築安全課

● 水 政 課
● 河 川 計 画 課
● 地 域 河 川 課
● 河 川 環 境 課
● 河 川 工 事 課
● 河 川 管 理 課
● 水災害予報センター

● 路 政 課
●道路計画第一課
●道路計画第二課
● 地 域 道 路 課
● 計 画 調 整 課
● 道 路 工 事 課
● 道 路 管 理 課
● 交 通 対 策 課

● 港 政 課
● 港 湾 管 理 課
● 港 湾 計 画 課
●港湾事業企画課
●港湾空港整備・補償課
● 海洋環境・技術課
● 港湾空港防災・危機管理課
● クルーズ振興・港湾物流企画室
● 工事安全推進室
● 品質確保室
● 近畿圏臨海防災センター

● 計 画 課
● 調 整 課
● 整 備 課
● 技術・評価課
● 保全指導・監督室

● 用 地 企 画 課
● 用 地 補 償 課
● 用 地 対 策 課

港湾空港部

7課 3室 1センター

統括防災官

2室

● 防 災 室

● 災害対策マネジメント室

近畿地方整備局は大阪市及び神戸市に所在し、内部組織として総務、企画、建政、河川、道路、港湾空港、営繕及
び用地の8部、46課、4室、2センターに加え、防災関係の業務を主に担う2室が置かれ（港湾空港関係は、神戸市に
所在）、各業務を担当しています。

この業務を分掌させるために34事務所が設置されており、また、事務所の事務を分掌させる64出張所が設置されて
います。

なお、職員は令和８年４月１日現在で2,257名在職し、業務を遂行しています。

近畿地方整備局予算推移（直轄事業）

（単位：億円）

近畿地方整備局予算推移（補助・交付金）

（単位：億円）

近畿地方整備局予算の推移

近畿地方整備局 沿革

明治 ７年 ３月
明治 ８年 ５月
明治１０年 １月
明治１９年 ７月

内務省大阪土木寮設置。
内務省土木寮大阪分局に改称。
内務省淀川出張土木局（淀川工営場）に改称・改組。
土木監督署管制の制定により、第四区土木監督署に改組、中部地方西部及び近畿一円の直轄工事の施工と管轄府県の土木事業の監督を行う。

昭和２０年 ５月
昭和２３年 １月
昭和２３年 ７月
昭和２７年 ８月

昭和３３年 １２月
昭和４０年 ５月

第五区土木監督署に改称、管轄区域を近畿地方及び徳島県・高知県に変更。
内務省大阪土木出張所に改称、改組、土木監督の業務を本省に移管し、直轄土木工事のみを施工することとなる。
内務省神戸土木出張所が新設され、大阪土木出張所の管轄区域が変更となる。
港湾部門が運輸逓信省第三港湾建設部となる。
大阪土木出張所が内務省近畿土木出張所に改称され、港湾部門の運輸逓信省移管に伴い神戸土木出張所と統合、中国四国土木出張所の新設に伴い管轄区域が兵庫県以東に変更となる。
運輸逓信省第三港湾建設部が官制改正により運輸省第三港湾建設部となる。
内務省近畿土木出張所が総理府建設院近畿地方建設局に改称、総理府の外局である建設院の地方支部局となる。
総理府建設院近畿地方建設局が建設省の発足に伴い、建設省近畿地方建設局に改称。
運輸省第三港湾建設部が運輸省第三港湾建設局と改称。
建設省近畿地方建設局が大阪市西区土佐堀通2丁目6から、現在の中央区大手前1丁目5番44号大阪合同庁舎1号館へ移転。
運輸省設置法の一部改正により、空港土木工事が運輸省第三港湾建設局の所管となる。
工務課空港係新設。
省庁再編により建設省近畿地方建設局と運輸省第三港湾建設局とが統合され、国土交通省近畿地方整備局が誕生。

令和４年１１月国土交通省近畿地方整備局が大阪市中央区大手前１丁目５番４４号大阪合同庁舎１号館から、現在の３丁目１番４１号大手前合同庁舎へ移転。
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平成29年度以降の当初・補正 予算額一覧（直轄） ※ゼロ国除く （単位：百万円）

当 初 予 算 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

治 水 66,227 67,571 91,919 94,969 83,293 74,291 79,867 80,501 78,522 82,516
海 岸 2,637 2,677 3,710 3,587 3,101 3,465 3,248 3,509 3,194 3,182

道 路 整 備 148,238 157,124 181,439 190,062 179,720 180,849 193,780 193,671 177,928 167,288
港 湾 31,449 31,586 30,231 27,374 27,808 25,681 24,319 23,808 28,374 27,092

国 営 公 園 等 6,504 4,977 4,475 4,586 4,860 4,295 4,609 4,416 4,640 3,794
（ 一 般 公 共 計 ） 255,055 263,935 311,774 320,578 298,782 288,581 305,822 305,906 292,657 283,872

官 庁 営 繕 5,582 2,079 1,108 1,422 1,199 4,963 2,764 3,270 3,516 4,470
空 港 44 280 312 318 263 162 202 326 367 266

（ 合 計 ） 260,681 266,294 313,194 322,318 300,244 293,706 308,789 309,502 296,540 288,608

補 正 予 算 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

治 水 11,181 28,086 27,647 47,851 31,740 25,267 41,239 29,517 33,288 -
海 岸 408 1,283 277 661 1,291 1,369 1,417 1,042 833 -

道 路 整 備 12,658 11,064 28,656 45,558 48,956 34,177 43,572 35,409 35,906 -
港 湾 450 2,630 0 8,982 3,931 5,101 4,704 4,218 5,224 -

国 営 公 園 等 300 0 90 453 639 652 628 420 431 -
（ 一 般 公 共 計 ） 24,997 43,063 56,670 103,505 86,557 66,567 91,560 70,607 75,682 -

官 庁 営 繕 0 734 81 159 692 128 166 43 109 -
空 港 0 0 0 0 0 0 0 0 0 -

（ 合 計 ） 24,997 43,797 56,751 103,664 87,249 66,695 91,727 70,649 75,791 -
※計数はそれぞれ四捨五入しているため、端数において合計とは一致しない場合がある。

明治２７年 ７月
明治３８年 ４月
大正 ８年 ４月
昭和１８年１１月

平成１３年 １月
令和 ４年１１月

当初 予備費 補正

防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策

防災・減災、国土強靱化のための５か年緊急対策

当初 地域自主 予備費 補正

防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策

防災・減災、国土強靱化のための５か年緊急対策

事務所

34事務所




